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第１、「抗生物質耐性菌との対比」に関する被告主張への反論

１、はじめに

本書面では、もっぱら、「抗生物質耐性菌の議論とディフェンシン耐性菌の議論は全く異なる」という被告の主張の誤りを指摘する。

これに対し、ディフェンシン耐性菌の論点を議論する上でこれまでの抗生物質耐性菌の歴史から何を教訓として学ぶべきであるか、という原告が積極的に主張する本来のテーマについては、近く提出予定の木暮意見書の中で展開する。

２、総論

被告は、準備書面(2)において「抗生物質耐性菌の議論とディフェンシン耐性菌の議論は全く異なる」（12～14頁）旨主張するが、これは以下の意味で明らかにおかしい。

そもそも、抗生物質耐性菌一般とディフェンシン耐性菌一般を対比してその異同を厳密に論じるためには、両者について既に科学的な解明が十分がなされていることが不可欠の前提である。しかし、被告職員らも指摘する通り、そもそも「植物型ディフェンシンの作用機作の解析例は限定的であり，不明の点が多い」（被告職員らの執筆による甲３。231頁右段下から９行目）、そして、ディフェンシン耐性菌に関する知見については、それ以上に不足している以上、両者を対比してその異同を厳密に論ずる前提が満たされていないからである。

もっとも、原告自身、昨年の仮処分手続以来、抗生物質耐性菌とディフェンシン耐性菌を対比して論じたことがあったが（例えば、以下の通り）、

《さらにセンターは「耐性菌出現を恐れて何もしないというのであれば、例えば抗生物質の発明も行うべきではないということになる」（答弁書１２頁）と主張しているが、ディフェンシン耐性菌と、抗生物質耐性菌とでは意味がまったく異なる。ディフェンシンは、動物や植物が持っている防御機構を担うものであり、耐性菌の出現は、この防御機構を打ち破ることを意味する。つまり、動物も植物もディフェンシン耐性の細菌やウィルスの攻撃に無防備になってしまうことになる。抗生物質の場合は、耐性菌ができたにしても、抗生物質を飲んでいない人には関係ないが、ディフェンシン耐性菌は、健康な人も攻撃することになり、人類の滅亡につながりかねない。

センターは、耐性菌については、イネへの影響だけを考えており、その他の動植物への影響を考えていないことが明白である。広い抗菌作用がある有用なたんぱく質が最近になって発見されたので、これをイネの病気予防に使うことが可能であるという点だけを考えて、本GMイネの開発を行っている。動植物におけるディフェンシンの重要性に鑑みれば、万が一にも、耐性菌が出現することのないように配慮する必要があるにもかかわらず、センターは、ディフェンシン耐性菌の影響を、抗生物質の耐性菌と同等にしか考えておらず、その影響の重大性に考えが至っていない。》（（甲４の金川陳述書３頁18行目以下）

しかし、これらは、あくまでも既に科学的な解明がなされている事実（上の例でいえば、「ディフェンシンは、抗生物質とは異なり、動物や植物が持っている防御機構を担うものである」という事実）を踏まえてその限りで異同を論じたものにほかならない。

以下、この観点から、被告が問題にする個別の論点について検討する。

３、各論

(1)、耐性菌出現のメカニズム（被告準備書面(2)13頁の表の１段目〔発生過程〕）

ア、議論の整理

最初に議論の交通整理をしておきたい。原告がこれまで問題にしてきた「耐性菌出現」というのは、もっぱら耐性菌が初めて出現する場合のことである。これに対し、最初に出現した耐性菌から耐性遺伝子
を伝達されて耐性菌になった場合も、その耐性菌にとってみれば「耐性菌出現」と言える。しかし、これはいわば後発的に耐性菌になったもので、前者とは明らかに異なる。そこで、両者を混同しないため、便宜的に、前者を原始的出現（原始的発生）と呼び、後者を後発的出現（後発的発生）と呼ぶ（もっとも、最初に出現した耐性菌からみれば、後者は耐性菌の水平伝達
のことである）。

ここでは、言うまでもなく耐性菌の原始的出現（原始的発生）のメカニズムについて論じる。

イ、耐性菌の原始的出現（原始的発生）のメカニズムは、抗生物質耐性菌については《突然変異により発生する》と言ってよいが、これに対し、ディフェンシン耐性菌については《突然変異により発生する》ことを否定する論拠はこれまでのところ見出せず、その限りでは抗生物質耐性菌の場合と同様に推定することができる。

ウ、被告主張の誤り

ところで、被告は、抗生物質耐性菌については、《一般に他の耐性菌から抗生物質を分解・不活性化する酵素遺伝子を獲得すること等で出現》と主張し、ディフェンシン耐性菌については、《突然変異により発生する》と主張する。

これは、抗生物質耐性菌について《他の耐性菌から‥‥酵素遺伝子を獲得する》と後発的出現を論じ、ディフェンシン耐性菌について原始的出現を論じるもので対比のやり方として全く噛み合っていない。論じるなら、同じ次元の事柄について論じるべきである。

 もっとも、科学者集団である被告がこのような次元の異なる事柄を対比して何ら怪しまないでいられるのは、偶然のミスではなく、むしろ確固たる信念、つまりディフェンシ ンの耐性遺伝子はいまだ地球上に存在せず、これから突然変異によって新たに生じるものだという仮定を一貫して大前提にしているからとしか思えない。しかし、過去にみられる諸々の耐性菌の大量発生の経過を紐解けば、特定の抗生物質や殺菌剤などの使用開始以前から、自然突然変異によってそれらの各種薬剤に対する耐性遺伝子を有する菌、すなわち各種薬剤耐性菌が発生していたことが窺える。そして、各種薬剤の頻繁な大量使用によって個々の耐性菌が自然選択されることによって大量増殖することとなったのである。さらに、ごく近年、緑膿菌、サルモネラ、ネイセリアなどではディフェンシンに対する耐性遺伝子の存在が確認され、その知見も得られつつある。従って、上記の仮定を議論の大前提にすることが失当なことは言うまでもない。むしろ、被告は意図的にこれらの耐性遺伝子の存在を隠すために、奇妙な対比のやり方に固執していると思わざるを得ない。

エ、高木意見書（乙20）の誤り

アの議論の整理により、高木意見書（乙20）の誤りもまた明白となる。高木意見書は、抗生物質耐性菌とディフェンシン耐性菌が耐性菌の原始的出現（原始的発生）のメカニズムにおいて全く異なることを説明するために、《MRSAなどの多剤耐性菌
》とディフェンシン耐性菌の対比を持ち出しているが、的外れとしか言いようがない。なぜなら、ここでは耐性菌の原始的出現のことを論ずべきなのに、多剤耐性菌とは多くの抗生物質に対する耐性を一挙に獲得するのではなく（多剤耐性菌の原始的出現の例はこれまで報告されていない）、特定の抗生物質に対する耐性を獲得した菌（単剤耐性菌という。抗生物質Ａ，抗生物質Ｂに対するＡ耐性菌やＢ耐性菌）が原始的に出現したのち、それらの耐性遺伝子の水平伝達により、Ａ、Ｂに対する耐性を併せ持つ細菌（Ａ＋Ｂ耐性菌）が後発的に出現する場合であり、すなわち多剤耐性菌は耐性菌の後発的出現の場合であり、それゆえ、そもそも対比のやり方からして失当というほかないからである。

(2)、耐性菌の原始的出現の蓋然性の程度（表２段目〔発生の蓋然性〕）

ア、抗生物質耐性菌については、これが原始的に出現するかどうかの蓋然性は、一般に「抗生物質と微生物との接触機会の増大」という条件により決まる。ディフェンシン耐性菌についても、この条件を否定する論拠はこれまでのところ見出せず、その限りでは抗生物質耐性菌の場合と同様に推定することができる。

イ、被告主張の誤り

被告は、理由も明らかにせず、抗生物質耐性菌については、蓋然性が《あり（原告代理人注：「高い」のミスか）》と主張し、ディフェンシン耐性菌については、蓋然性が《低い》と主張する。しかし、たとえ抗生物質であっても、上記の条件が満たされなければ耐性菌出現の蓋然性は低いのであって、この条件を無視して蓋然性を論じることは誤りと言うほかない。

(3)、耐性遺伝子の同種菌同士の水平伝達（表３段目〔耐性の伝達の仕組〕）の有無

ア、抗生物質耐性菌について、同種菌同士で耐性遺伝子の水平伝達が行なわれることは異論がないが、ディフェンシン耐性菌についても、これを否定する論拠はこれまでのところ見出せず、その限りでは抗生物質耐性菌の場合と同様に推定することができる。

イ、被告主張の誤り

被告は、抗生物質耐性菌については、、同種菌同士で耐性遺伝子の水平伝達を認めるのに対し、ディフェンシン耐性菌については、理由も明らかにしないままこれを否定する。しかし、前述した通り、ディフェンシン耐性菌も、同種菌同士で耐性遺伝子の水平伝達を否定する論拠を見出せない以上、被告のように断定することはできない。

(4)、異なる種の菌同士で耐性遺伝子の水平伝達（表５段目〔種を超えた伝達の有無〕）の有無

ア、(3)と同様に考えることができる。すなわち、抗生物質耐性菌について、異なる種の菌同士で耐性遺伝子の水平伝達が行なわれることは異論がないが、ディフェンシン耐性菌についても、これを否定する論拠はこれまでのところ見出せず、その限りでは抗生物質耐性菌の場合と同様に推定することができる。

イ、被告主張の誤り

被告は、抗生物質耐性菌については、、異なる種の菌同士で耐性遺伝子の水平伝達を認めるのに対し、ディフェンシン耐性菌については、理由も明らかにしないままこれを否定する。しかし、(3)と同様、ディフェンシン耐性菌も、異なる種の菌同士でも耐性遺伝子の水平伝達を否定する論拠を見出せない以上、被告のように断定することはできない。

(5)、耐性菌が大量に自己増殖する可能性（表４段目〔増殖性〕）

ア、耐性菌が大量に自己増殖する可能性は、抗生物質耐性菌とディフェンシン耐性菌とで同様であるとより積極的に推定することができる。なぜなら、第１に、いずれも化学物質とは異なる生物であり、環境条件さえ整えば大量に自己増殖する（例えば、大腸菌は10時間で10億倍になる）からであり、第２に、いずれも抗生物質やディフェンシンによりこれに感受性の菌
は活性が抑えられ増殖できないため、競争相手がいなくなった分余計に、耐性菌の自己増殖の余地が増大するからである。

イ、被告主張の誤り

被告は、抗生物質耐性菌については、《多くの種類の菌が死に絶えるため》増殖する余地が広いとして、大量に自己増殖する可能性を認めるのに対し、ディフェンシン耐性菌については、《ディフェンシンの存在下では、影響を受ける菌の種類が極めて限定されているため》増殖する余地が少ないとして、大量に自己増殖する可能性を否定する。しかし、

第１に、なぜ《ディフェンシンの存在下では、影響を受ける菌の種類が極めて限定されている》と言えるのか根拠がないのみならず、

第２に、百歩譲って、仮にこの前提事実を認めたとしても、大量に自己増殖するかどうかは、前述した通り、感受性の菌と耐性菌との競争関係によって左右されるのが通常であって、《影響を受ける菌の種類が極めて限定されている》かどうかとは基本的に関係がない。

　以上から、被告の主張は誤りと言うほかない。

(6)、耐性菌のヒトに対する脅威（表６段目〔ヒトに対する脅威〕）の有無

ア、耐性菌がヒトに対して脅威を持つ可能性があるかどうかについては、抗生物質耐性菌とディフェンシン耐性菌とで同様であるとより積極的に推定することができる。なぜなら、例えば家畜用の抗生物質の耐性菌やカラシナ・ディフェンシンの耐性菌がヒトに脅威を及ぼすかどうかは、抗生物質かディフェンシンかどうかで決まるものではなく、それらが「微生物のどの部分をどのように攻撃するか」という攻撃の部位・攻撃方法により決まるものである。すなわち、家畜用の抗生物質と人用の抗生物質とが微生物の同一部分を同一の方法で攻撃するのであれば、微生物が変異して、家畜用の抗生物質で攻撃される部分の構造を変化させれば、その耐性菌は人用の抗生物質に対しても耐性を持ち、ヒトに対する脅威となる。これと同様に、カラシナ・ディフェンシンとヒト・ディフェンシンとが微生物の同一部分を同一の方法で攻撃するのであれば、微生物が変異して、カラシナ・ディフェンシンで攻撃される部分の構造を変化させれば、その耐性菌はヒト・ディフェンシンに対しても耐性を持ち、ヒトに対する脅威となる。言いかえれば、耐性菌がヒトに対して脅威を持つ可能性があるかどうかは、抗生物質やディフェンシンが「微生物のどの部分をどのように攻撃するか」によって決まるからである（甲19金川陳述書(3)３～４頁）。

イ、被告主張の誤り

被告は、抗生物質耐性菌については、《抗生物質の効き目が失われるという意味において、医療の観点から問題となりうる》といささか理解困難な主張をするのに対し、ディフェンシン耐性菌については、理由も明らかにせず《カラシナに対する病原菌がカラシナディフェンシンの耐性を獲得した場合、カラシナにとっては脅威をなりうるが、これがヒトに対する脅威となるものではない》と主張する。　

しかし、これは、前述した通り、また、原告が昨年の仮処分手続以来何度も指摘した通り（準備書面(2)別紙一覧表６頁(2)－４参照）、ヒトに対する脅威を決定するものが（カラシナとヒトとで異なる）ディフェンシンの構造ではなく、「微生物のどの部分をどのように攻撃するか」というディフェンシンが微生物に及ぼす作用の機構（メカニズム）であることを全く理解しないもので、誤りと言うほかない。

第２、「ディフェンシンの常時かつ大量産生」に関する被告主張への反論

１、被告の主張

原告らはこれまで、本GMイネはディフェンシンを常時かつ大量に産生する構造に変質されているため、そのような性質を持たない在来植物との比較において、予測できない耐性菌問題が発生するのではないかという問題を提起していたところ、被告は、「ディフェンシンの常時かつ大量産生」の点について、準備書面(3)で以下の主張をするに至った。

(1)、「大量産生」について

　本ＧＭイネに使用しているプロモーター遺伝子は、「遺伝子を発現させる力が平均以上であることが確認されてはいるが、組換えイネに取り組まれることにより、特段の杞憂を生ずべきほどに大量のディフェンシン生産をさせるものではない」（４頁(3)文末）。

　第一種使用規程承認申請書にある「導入遺伝子を強力に発現させる」との記載は、平均以上の発現力を表現する方法として「強力」と記載したものにすぎない（５頁(2)）。

(2)、「常時産生」について

本ＧＭイネは、病原菌との感染の有無にかかわらず、カラシナ・ディフェンシンを構成的に発現しているが、自然界にはカラシナ、ダイコン、ホウレンソウ、ジャガイモ等、本ＧＭイネと同様、ディフェンシンを構成的に発現する植物が多数存在しているから、「構成的発現自体が自然界に何らかの影響を与える」などという仮説自体、これまで形成されてきた科学的知見とは到底相容れないものである（４頁(4)、(5)）。

２、原告の反論

　しかし、被告の上記主張は、いたずらに単に言葉を弄ぶだけの非科学的内容でしかない。

(1)、(1)の主張について

　もし、本ＧＭイネが「特段の杞憂を生ずべきほどに大量のディフェンシン生産をさせるものではない」ことを科学者集団たる被告が確認しているのであれば、例えば、化学物質の急性毒性を計る指標としての半数致死量（実験動物の半数が死ぬ量。LD５０）や、慢性毒性の指標である一日摂取許容量（ADI）のように、「特段の杞憂を生ずるディフェンシンの量」とはどの程度の量で、本ＧＭイネはそれ以下の量のディフェンシンしか産生しないことを、科学的根拠をもった数値をもって明らかにすべきである。杞憂すべきディフェンシンの量の指標も、また本ＧＭイネから生産されるディフェンシンの量も何一つ示さないまま「心配なし」と主張されても、原告らは納得のしようがない。

　また、「強力」とは「平均以上の発現力」を意味しているにすぎないという被告の説明についても、ここで被告が明らかにすべきことは、平均とはどのレベルのことで、本ＧＭイネはそのレベルをどの程度上回っているかを数値をもって明らかにすることである。しかるところ、田中陳述書（乙26）の別紙２によれば、本ＧＭイネに使用されているプロモーター遺伝子の発現強度は、イネが保有する３万７０００種類のプロモーター遺伝子のうちの３２位（32/37、000＝ほぼ１/1156）とのことである。これは、これら全プロモーター遺伝子を１０００グループに分類すれば、そのトップグループに属することを意味する。これはダントツのトップクラスの発現強度というべきであり、文字通り極めて「強力」と自負するに足りるものであって、今さら、「平均以上の発現力」などという曖昧な表現は、科学的表現として不正確極まりない。

(2)、(2)の主張について

　原告らは本ＧＭイネのディフェンシン産生について、単に「構成的発現」を問題としているのではない。本ＧＭイネは、ディフェンシンを、人為的に大量（強力）かつ構成的（常時）に産生させることから、大量のディフェンシンを微生物と恒常的に接触させる結果となり、これが耐性菌発生の原因となることに不安を抱いているのである。

　抗生物質と耐性菌の歴史が語る通り、微生物から作られる抗生物質はもともと自然界に存在していたものであるが、耐性菌問題が深刻化した原因は、我われがこれを人為的に大量に産生し、医薬品や飼料添加物として使用するようになったからである。抗生物質を不用意に微生物と接触させる機会を増やすことが、生態系のバランスを失わせ、深刻な耐性菌問題を発生させている。構成的発現においても、問題とすべきはその発現量である。

(3)、以上のとおり、原告らが指摘する本ＧＭイネの特質（常時かつ大量にディフェンシンを産生）に関する被告の説明は科学的根拠を欠いたものであり、何ら満足のいく説明とはなっていない。

第３、被告準備書面(6)の求釈明について

被告準備書面(6)の3点の求釈明について、次の通り回答する。

１、細胞外液について

前回期日における被告職員の発言によれば、「被告は、これまで細胞外液という言葉を聞いたことがなかった」ようなので、甲70号証（陳述書(3)）作成者の生井兵治氏による回答を紹介する。

《そもそも、植物組織は、シンプラスト（symplast）と、アポプラスト（apoplast）からなる。シンプラストとは細胞間連絡（プラスモデズム）によってつながっている細胞質の連続体のことであり、アポプラストとは細胞壁および細胞間隙（intercellular space）の全体のことである。そして、シンプラストに存する液を細胞内液（intracellular fluid）といい、アポプラストに存する液を細胞外液（extracellular fluid）という。

アポプラストは、水、養分、光合成産物などの分子やイオン、あるいは空気の移動の場であるとともに、植物体のうち最初に外部環境と遭遇する部分として環境に対する植物の応答の主要な場である。なお、細胞間隙とは、植物体内における細胞同士の間の隙間であり、植物器官・組織の基本構造として形成される師管（篩管）、導管、通導管、被覆組織、水孔などの他に、当初は密着していた細胞が成長するにつれて互いに離れて生じる場合や、組織中の複数細胞が物理的または化学的に壊れて生じる場合もある。

イネの耐病性、とくに白葉枯病に対する耐性を論じる場合には、病原菌の侵入経路との関連で侵入病原菌の増殖の可否とアポプラストなかんずく細胞外液に存し耐性発現を担う特定成分の質と量が問題となる。また、いもち病についても、侵入経路との関連でみれば、細胞外液または細胞内液に存する同様成分の質と量が問題となる。

このように、本来ならばカラシナ・ディフェンシン組換えイネの研究を安全に進める上で、当然熟知していなければならない筈の細胞外液について、その「いろは」を求釈明で求めることに、正直なところ、唖然として驚愕することを禁じえない。

　これ以上の「いろは」については、自ら学習して熟知されたい。》

ちなみに、「細胞外液」は、検索サイトgooで検索すれば、約3,300件もヒットするくらいありふれた用語であり、高校生物の「植物細胞と浸透圧」の中にも登場する用語である。

（http://www.asahi-net.or.jp/~hi2h-ikd/biology/osmosisgraph.htm）

２、金属イオンと乙18添付引用文献１、細胞外液と導管液や師管液との関係について

これについても、同じく生井兵治氏による回答を紹介する。

《細胞外液中の金属イオンについては、黒田氏の引用文献が出典であるから、同引用文献を精査すればよく、求釈明を要求する問題では無いと思料する。つまり、表１－１と表８ならびに両表に関連する本文を読めば誰でも理解できる。

　細胞外液と導管液、師管液との関係については、１で述べたとおり、導管も師管もアポプラストの構成部位のひとつであり、導管液も師管液もそれぞれが細胞外液の重要な要素であることは論を待たない。ただし、導管の役割に起因して、導管液中の各種物質の濃度は、栽培地の溶液濃度や吸収機構などの反映として変動しやすい。また、師管液中の各種濃度は、光合成器官の代謝や貯蔵器官の物質要求などの反映であり、これも不変ではない。

　然るに、被告があたかも細胞外液が導管液や師管液と別物であるとするような求釈明を要求すること自体についても、これまた正直なところ、驚愕することを禁じえない。》

３、細胞外液中の金属イオンと細胞壁の結合について

これについても、同じく生井兵治氏による回答を紹介する。

《原告準備書面４で、「細胞外液中の金属イオンが常時、強固に細胞壁と結合している」とも「それゆえ、あらゆるタンパク質が細胞壁と結合する余地はない」などとも主張したことは一度たりともない筈である。原告の主張は、「細胞外液における金属イオン（Ca2+など）と正（＋）に荷電したカラシナ・ディフェンシンなどのタンパク質との間にみられる細胞壁をめぐる競合関係は、限りなく可逆的である」ということである。

　被告の主張こそ、「カラシナ・ディフェンシンは細胞壁に強固に結合していて離れることが無い」ということであり、既往の生化学的諸知見に照らし合わせてまったく蓋然性に欠ける主張である。

　なお、参考までに申し上げると、もともとイオン結合は結合する力の弱い非共有的結合の一つであり、容易に解離可能である。したがって、金属イオンと細胞壁の結合もまた容易に解離可能であるが、しかし、ディフェンシンと金属イオンの競合関係で金属イオンが圧倒的な優位に立つ本件の場合、或る金属イオンが解離したとしても、すぐそのあとに、別の金属イオンが細胞壁と結合する確率が高いので、一定時間の平均的な状態をみれば、一定量の金属イオンが常に細胞壁と結合している平衡状態にあると言うことができる。》

第４、被告準備書面(7)の求釈明について

　被告準備書面(7)の求釈明について、次の通り、回答する。

被告は、原告が《新たに、本件GMイネからのディフェンシン流出の量及び頻度につき具体的な主張を行なう》予定があるのか問うているが、原告にはその予定はない。なぜなら、本件GMイネに関する情報がすべて被告に独占されている状態（証拠の圧倒的偏在）において、どのようにして、原告がそのようなGMイネに関する証拠を提出できると言うのであろうか。

　むしろ、もともと被告は，本件野外実験の承認申請（第１種使用規程承認申請）を受けるにあたって，原告らが指摘するディフェンシン耐性菌問題というヒトを含めた生物多様性に対する影響評価について、何ら審査も承認も受けておらず（仮処分手続における平成17年9月27日被告準備書面(5)９頁第６、２で、《ディフェンシン耐性菌問題は、すでに論じたとおり、発生可能性がないことが科学的に公知であったため‥‥承認項目とならなかった》と被告自ら認めている）、その意味で、何ひとつ安全性審査を経ていないディフェンシン耐性菌問題に関する安全性については、被告自らが主張・立証責任を負うというべきであり、それゆえ、「本件GMイネからのディフェンシン流出の量及び頻度についても」、既に証拠を保有している被告が提出すべきである。

　なお、原告準備書面(4)の目的について、被告に誤解があるのでこれをただしておきたい。

　原告準備書面(4)は、その冒頭に、

「《本GMイネの細胞内部で生産されたディフェンシンがイネの外部に出る可能性は一切存在しない》という被告主張（以下、本論点という）に対し、以下の通り、反論する。」（２頁）

と記してある通り、《ディフェンシンが本GMイネの外部に出る可能性は一切存在しない》という被告主張の誤りを明らかにすることが目的であり、被告が準備書面(7)で以下に言うような、

《原告らの「本件GMイネからディフェンシンが常時大量に流出する」との主張は、原告準備書面(4)記載のものにとどまるのか》（１頁下から2行目）

といったものではない。

　そして、「本件GMイネからディフェンシンが常時大量に流出する」かどうかを裏付ける原告の主張は、何よりもまず「本件GMイネがディフェンシンを常時かつ大量に産生する」ことにある。

以　上

� 耐性のメカニズムを獲得することで得られる耐性は遺伝によってその子孫にも伝えられる遺伝的形質であり、抗菌物質による抗菌作用から逃れるための機能を備えたタンパク質の情報をコードしている遺伝子のことを耐性遺伝子という。


� 水平伝達とは、遺伝子は通常、世代間で親から子へ垂直に移動するのに対し、遺伝子が生物Ａから生物Ｂへ水平に伝達されるいうことを言う。


� 多剤耐性菌とは抗生物質Ａ、抗生物質Ｂ、抗生物質Ｃ‥‥と多くの抗生物質に対して耐性を持つ菌のこと。


� 耐性菌の反対概念で、抗生物質や抗菌タンパク質などにやられてしまう菌のこと。
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